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○岩手県では、９月３０日に産業復興相談センター
の事務所を開設、１０月７日から相談受付を開始。１
１月１１日には産業復興機構が設置され、業務を開
始しており、これまで６件の買取を決定したところ。
○宮城県では、１１月１１日に産業復興相談センター
の事務所を開設、１１月１６日から相談受付を開始。
１２月２７日には産業復興機構が設置され、業務を開
始しており、これまで５件の買取を決定したところ。
○福島県では、１１月２１日に産業復興相談センター
の事務所を開設、１１月３０日から相談受付を開始。
１２月２８日には産業復興機構が設置され、業務を開
始している。

○茨城県では、１１月１日に産業復興相談センター
の事務所を開設、１１月７日から相談受付を開始。１
１月３０日には産業復興機構が設置され、業務を開
始している。
○青森県では、１２月１２日に産業復興相談センター
の事務所を開設、１２月１９日から相談受付を開始。
○千葉県では、３月１日に産業復興相談センターの
事業所を開設、３月５日から相談受付を開始。３月２
８日には産業復興機構が設置され、業務を開始して
いる。

問い合わせ先

○青森県産業復興相談センター ０１７－７５２－９２２５
○岩手県産業復興相談センター ０１９－６８１－０８１２
○宮城県産業復興相談センター ０２２－７２２－３８５８
○福島県産業復興相談センター ０２４－５７３－２５６１
○茨城県産業復興相談センター ０２９－３０２－５８８０
○千葉県産業復興相談センター ０４３－２１５－８７９０

二重債務対策として、「産業復興相談センター」及び「産業復興機構」の設立などを行っています。

施策の概要 予算措置

二重債務対策として、「産業復興相談センター」及び「産業復興機構」の設立などを行っています。

施策の概要 予算措置

○「産業復興相談センター」及び「産業復興機構」の設立

≪概要≫
被災県ごとに「産業復興相談センター」及び「産業復興機構」を設立し、再生可能性
のある事業者の債権買い取りなどを通じ、被災事業者の再生を支援します。

平成２３年度
３０億円(２次補正)

４５億円（３次補正）

施策の活用状況
（岩手県・宮城県・福島県）

施策の活用状況
（その他の地域）

問い合わせ先

○中小企業庁事業環境部金融課　０３－３５０１－２８７６

○再生可能性を判断する間の利子負担の軽減

≪概要≫
再生支援協議会による支援措置を受け再生計画を策定した被災中小企業者等に
対して、当該事業者の金融機関からの借入に係る利子補給を実施します。

平成２３年度
１８４億円(２次補正)

施策の活用状況
（岩手県・宮城県・福島県）

施策の活用状況
（その他の地域）

○岩手県では１月４日から、宮城県では３月２７日か
ら業務を開始している。
○福島県では、早急に業務開始すべく準備を進めて
いる。

≪実績≫
○件数：２件
○金額：３５３万円
（平成２４年３月３１日現在）

○青森県、茨城県、千葉県では、早急に業務開始す
べく準備を進めている。



② 仮設工場、仮設店舗などを整備して貸し出しています。

施策の概要 予算措置

○被災地域産業地区再整備事業

≪概要≫
被災中小企業等における事業再開への支援として、中小企業基盤整備機構が仮設
店舗、仮設工場等を整備し、事業者に無償で貸し出しております。
　原子力事故の影響により立入制限がある場合や、土地の用途制限があるため本
格復興ができない地域など、仮設施設整備によらざるを得ない案件を対象に事業を
実施します。

平成２３年度
１０億円(１次補正)

２１５億円（２次補正）

４９億円（３次補正）

平成２４年度
５０億円（当初）

施策の活用状況 施策の活用状況

≪実績≫
○計４４市町村から５２２箇所の具体的な要望あり
○うち、３９５箇所について自治体との協議が完了
し、３６２箇所が着工、２９０箇所が竣工
（４月２０日現在）

≪実績≫
○青森、岩手、宮城、福島、茨城、長野県の６県合計
で、５０市町村から５４２箇所の具体的な要望あり
○うち、４１５箇所について自治体との協議が完了
し、３８２箇所が着工、３０８箇所が竣工
（４月２０日現在）

問い合わせ先

○独立行政法人中小企業基盤整備機構　震災緊急復興事業推進部　（０３－５４７０－１５０１）
○参考ＨＰアドレス
　・http://www.smrj.go.jp/kikou/earthquake2011/index.html



③ 中小企業グループなどが持つ施設などの復旧・整備費のうち３／４を補助しています。

施策の概要 予算措置

○中小企業組合等共同施設等災害復旧事業

≪概要≫
複数の中小企業等から構成されるグループが復興事業計画を作成し、地域経済や
雇用維持に重要な役割を果たすものとして県から認定を受けた場合に、計画実施に
必要な施設・設備の復旧に対し、原則として国が１／２、県が１／４補助しています。

平成２３年度
１５５億円(１次補正)

１００億円(２次補正)

１，２４９億円（予備費）

平成２４年度
５００億円（当初）

施策の活用状況
（岩手県・宮城県・福島県）

施策の活用状況
（その他の地域）

＜＜これまでの採択実績＞＞
・交付決定額
　１７５グループ２，０２２億円（うち国費１，３４８億円）

○青森県
＜＜これまでの採択実績＞＞
・交付決定額
　１０グループ８６億円（うち国費５７億円）

○茨城県
＜＜これまでの採択実績＞＞
・交付決定額
　１２グループ８１億円（うち国費５４億円）

○千葉県
＜＜これまでの採択実績＞＞
・交付決定額
　１グループ１４億円（うち国費９億円）

問い合わせ先

○中小企業庁経営支援部経営支援課　０３－３５０１－１７６３



④

⑤

○日本政策金融公庫による再チャレンジ支援融資の拡充

≪概要≫
震災等の影響を受け、一旦廃業した中小企業等であって、新たに事業を開始される
事業者に対して、日本政策金融公庫が長期・低利の貸付条件を適用するものです。

平成２３年度
１０億円(２次補正)

施策の活用状況
（岩手県・宮城県・福島県）

施策の活用状況
（その他の地域）

○貸付件数　：　５件
○貸付金額　：　３，８００万円
（平成２３年８月２２日～平成２４年３月３１日）

問い合わせ先

中小企業の再チャレンジを長期・低利の融資で支援します。

施策の概要 予算措置

施策の活用状況
（岩手県・宮城県・福島県）

施策の活用状況
（その他の地域）

○融資件数　：　１３，９５４件
○融資金額　：　２，４４７億円
（平成２３年５月２３日～平成２４年３月３１日）

○全国（左記三県を含む）
　　１８３，２４４件
　　４兆１，９７５億円
（平成２３年５月２３日～平成２４年３月３１日）

問い合わせ先

○日本政策金融公庫　０１２０－１５４－５０５
○商工組合中央金庫　０１２０－５４２－７１１

○日本政策金融公庫　０１２０－１５４－５０５

長期・低利の融資をおこなっています。

施策の概要 予算措置

○東日本大震災復興特別貸付等の実施

≪概要≫
東日本大震災により直接又は間接に被害を受けた事業者等に対して、長期・低利
の融資制度を実施しています。

平成２３年度
１,７１１億円（１次補正）

２,１１４億円（３次補正）

平成２４年度
４９０億円（当初）



⑥

⑦

○融資取扱件数　：　２，１６６件の貸付について無利
子化
○融資対象金額　：　４８２億円の貸付について無利
子化
（平成２３年５月２３日～平成２４年３月３１日）

○全国（左記三県を含む）
　　２，４０２件　５６９億円の貸付について無利子化
（平成２３年５月２３日～平成２４年３月３１日）

問い合わせ先

○日本政策金融公庫　０１２０－１５４－５０５
○商工組合中央金庫　０１２０－５４２－７１１

金融機関からの借入を債務保証しています。

施策の概要 予算措置

無利子での融資をおこなっています。

施策の概要 予算措置

○東日本大震災復興特別貸付における特別利子補給制度の創設

≪概要≫
地震・津波等により事業所が全壊又は流失した事業者等を対象として、融資を無利
子化する制度を実施しています。

平成２３年度
１００億円（１次補正）

施策の活用状況
（岩手県・宮城県・福島県）

施策の活用状況
（その他の地域）

問い合わせ先

○岩手県信用保証協会　０１９－６５４－１５０５
○宮城県信用保証協会　０２２－２２５－５２３０
○福島県信用保証協会　０２４－５２６－１５３０
　※その他の地域については、各信用保証協会にお問い合わせください。

○東日本大震災復興緊急保証

≪概要≫
東日本大震災により直接又は間接に被害を受けた中小企業者等を対象として、保
証限度額を大幅に拡充した保証制度です。

平成２３年度
３，２０９億円(１次補正)

３，７０３億円（３次補
正）

施策の活用状況
（岩手県・宮城県・福島県）

施策の活用状況
（その他の地域）

○保証件数　：　１９，７４８件
○保証金額　：　３，９２４億円
（平成２３年５月２３日～平成２４年４月２０日）

○全国（左記三県を含む）
　　７９，８００件　１兆８，３０９億円
 （平成２３年５月２３日～平成２４年４月２０日）



⑧

⑨

被災した中小企業が、設備を再度リースにより導入する際の費用を補助します。

施策の概要 予算措置

○震災に起因するリース設備の滅失などによりリース債務を抱えた中小企業者の
方を対象として、設備を再度導入する場合の新規のリースの一部を補助します。

○補助率は、新規リース料の１０％です。

○補助金の申請手続きは指定リース事業者が行います。

平成２３年度
１００億円（３次補正）

原発事故により被災した事業者の方に融資をおこなっています。

施策の概要 予算措置

○原発事故被災者への「特別支援制度」の創設

≪概要≫
①原発事故被災区域内から移転を余儀なくされる中小企業等に対して、福島県内
の移転先で事業を継続・再開するために必要な資金の申し込み受付を平成２３年６
月１日より開始しています。
②また、旧緊急時避難準備区域又は旧屋内待避区域に事業所を有していた中小企
業等で、区域解除後、当該区域等において事業を継続・再開する中小企業者等に
対して、事業を継続・再開するために必要な資金の申し込み受付を平成２３年１１月
25日より開始しています。

-

施策の活用状況
（福島県）

施策の活用状況
（その他の地域）

施策の活用状況
（岩手県・宮城県・福島県）

施策の活用状況
（その他の地域）

○申込件数　：　９６３件
○交付決定件数　：　１６４件
○交付決定金額　：　７１，７３３千円
（平成２３年１２月１２日～平成２４年４月２０日）

○申込件数　：　１３４件
○交付決定件数　：　９件
○交付決定金額　：　１，８２９千円
（平成２３年１２月１２日～平成２４年４月２０日）

問い合わせ先

○日本商工会議所　中小企業振興部　被災中小企業復興支援リース補助事業担当　０３－３２８３－７８１
９
（参考ＨＰアドレス　：　http://www.fukkolease.jp/）

①県内移転先での事業継続・再開向け融資
　　融資件数：  ４５６件
　　融資金額：　９６．９億円
②解除区域等での事業継続・再開向け融資
　　融資件数：  １００件
　　融資金額：　５．４億円
　　　　　　　　　　　　　　　（平成２４年４月２４日現在）

-

問い合わせ先

○公益財団法人福島県産業振興センター　企業支援部　原発災害対策特別融資チーム　０２４－５３４－０
９４８



⑩

問い合わせ先

≪マル経融資についての問い合わせ先≫
○最寄りの商工会・商工会議所
　（商工会については、全国商工会連合会URL：http://www.shokokai.or.jp/）
　（商工会議所については、日本商工会議所URL：http://www.jcci.or.jp/)

≪衛経融資についての問い合わせ先≫
    ・全国生活衛生営業指導センター(担当：指導調査部）
　　TEL：03-5777-0341（月～金　9:30～17:30 祝日除く）

○日本政策金融公庫による小規模事業者が無担保・無保証で利用できる 「マル経
融資」及び「衛経融資」の拡充

≪概要≫
東日本大震災により直接又は間接に被害を受けた小規模事業者を対象として、融
資限度額などを拡充しています。

-

施策の活用状況
（岩手県・宮城県・福島県）

施策の活用状況
（その他の地域）

○マル経融資
・貸付件数：５３６件
・貸付金額：２０．４億円
（平成２４年３月３１日現在）

○衛経融資
・貸付件数：１３件
・貸付金額：４，４７０万円
（平成２４年４月２０日現在）

○マル経融資
・貸付件数：６７件
・貸付金額：２．７億円
（平成２３年３月３１日現在）

○衛経融資
・貸付件数：２件
・貸付金額：５５０万円
（平成２４年４月２０日現在）

融資限度額などを拡充しています。

施策の概要 予算措置


